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             災害対策特別委員会活動報告（総括） 
 
災害対策特別委員会では、原⼦⼒災害発⽣時における避難体制について調査研究を⾏うと 
共に、当市における防災減災対策について常に課題認識を持ち取り組んでまいりました。 
また、令和６年１⽉１⽇の能登半島地震においては、市の災害対応はもとより、議会に 
おける災害時のあり⽅などについて新たな課題を認識したところであります。 
今後も議会として市⺠の安⼼・安全のための調査研究と活動を望み、下記の通り当委員会 
における２年間の活動をご報告申し上げます。 
 
 

記 
 
 
１、設置年⽉⽇ 
   令和４年５⽉９⽇ 
 
２、設置⽬的 
   ①近年、想定をはるかに超える災害が発⽣している中、市⺠の⽣命と財産を守るため、議会と 

して防災・減災対策に向けて積極的な提⾔を⾏う。 
   ②原⼦⼒災害時の避難計画や夜間の避難体制、津波対策などについて調査研究を⾏う。 
   ③市の防災プロジェクトに対応した調査研究を⾏う。 
   ④⾼齢化が進む中において、各地域におけるきめ細やかな災害対応策と今後の課題を調査研 

究する。 
    
３、構成員（７⼈） 宮﨑朋⼦（委員⻑）/橋⽖法⼀（副委員⻑） 

/本⼭正⼈/橋本洋⼀/波多野⼀夫/渡邉隆/こんどう彰治 
/牧⽥正樹（R４年 12 ⽉まで） 
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４、活動状況 
 

⽇時 場所 内容 
令和４年５⽉１１⽇ 第⼀委員会室 委員会「上越市地域防災計画」の改訂「上

越市⽔防計画」の改訂について 
令和４年７⽉１５⽇ 第３委員会室 勉強会（今後の活動について意⾒交換等） 
令和４年８⽉１７⽇ 第１委員会室 勉強会（当委員会の⽅針と今後のスケジュ

ールについて） 
令和４年１０⽉４⽇ 第１委員会室 委員会「防災プロジェクト」について 
令和４年１２⽉１５⽇ 第 1 委員会室 委員会「上越市原⼦⼒災害に備えた屋内退

避・避難計画」の改訂について 
令和５年１０⽉２３⽇、２４⽇ ⼥川原⼦⼒ PR センター 

/⼥川町役場 
視察研修 
①⼥川原⼦⼒発電所の防災・減災、危機管
理の取組みを視察 
②⼥川町役場の原⼦⼒災害時の対応や危
機管理のあり⽅について学ぶ 

令和５年１１⽉１７⽇ 柏崎刈⽻原⼦⼒発電所 視察研修（柏崎刈⽻原⼦⼒発電所における
防災訓練等について調査を⾏う） 

令和５年１１⽉２０⽇ 第１委員会室 勉強会（視察研修の振り返りと当市の課題
認識の共有他） 

令和６年１⽉３０⽇ 第 3 委員会室 勉強会（能登半島地震の市内被害について
及び当委員会の今後の対応について） 

令和６年３⽉２６⽇ 第３委員会室 勉強会（２年間の活動報告書について） 
 
５、主な活動と今後の課題、展望 

 
当会の掲げた４つの⽬的に対する総括と次期に向けた提案をいたします。 

 
①防災・減災対策に向けて積極的な提⾔について 
 

当市は柏崎刈⽻原⼦⼒発電所から３０キロ圏内の UPZ の地域を含んでおり、地震や⼤雪 
災害なども想定されることから、その先の複合災害という課題に市がどう対応していくの 
かという点について、常に問題意識を持ち取り組んできた。 
しかしながら、この課題は防災のみならず地域防災や福祉、インフラなどにも⼤きく関わ 
るものであるため当委員会においては政策提⾔には⾄らなかった。これについては、能登 
半島地震の経験を踏まえ、議会においてはさらに議論を深めていくことを希望する。 

 
 

 
②原⼦⼒災害時の避難訓練計画や夜間における避難対策、津波対策などの調査研究について 
 

令和５年に３ヶ所の視察を⾏った。これにより、各原⼦⼒発電所の事業者としての防災・ 
減災に対する取り組みや、事業所としての危機管理意識について学ぶことができた。 
また、東⽇本⼤震災において甚⼤な被害を受けた⼥川町においてはまさに防災・減災の 
モデル的なまちづくりが成されていることが理解できた。 
当市においては、⾯積や⼈⼝の違いはあれども、市⺠の普通の暮らしを守るための取り組 
みを希望する。 



    
③市の防災プロジェクトに対応した調査研究について 
 

令和４年度に出された防災プロジェクトでは、⾃助・共助・公助の観点からの取り組みを 
謳っており、この度の能登半島地震の経験により、市⺠を含む当市全体の危機管理意識は 
強くなったと考える。今後は、市における津波対策の⾒直しも含め「知る」「学ぶ」「備 
える」の重要性を議会としてもさらに調査研究を重ねていくことを希望する。 

    
④⾼齢化が進む中において、各地域におけるきめ細やかな災害対応策と今後の課題について 
 

今期においてはその調査研究は道半ばであったが、この度の能登半島地震の経験を踏ま 
え、⾼齢化率３０%を超える市内各地の現状をしっかりと⾒ながら、次期はぜひ政策提⾔ 
できるような活動を希望する。 

 
⑤災害時における議会の対応について 
 

この度の能登半島地震においては、議員全員が地域の避難所対応や⾒回り、声がけを⾏っ 
たと確認している。 
しかしながら、それら議員が⾒聞きした市⺠の切実な声や地域の課題を、市議会全員協議
会で⾏政側に働きかけ、問う機会はあったものの、議会全体としてそれらを確認し、⾏政
側に働きかける場⾯はなかった。 
激甚災害は今後も起こる可能性があり、市⺠の避難⾏動や考え⽅の多様化、そしてデジタ 
ル社会の中にあっては、議会においても従来型の災害対応や議員としての役割を今⼀度⾒ 
直す必要があると考える。 
ついては、議会の災害対策組織の編成と上越市防災会議及び災害対策本部への出席、そし 
て議会における災害時の BCP の構築を次期の検討課題として取り組むことを希望する。 

 
 

 
 
 
                                      以上 
 
 
 




